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Abstract

In fishing villages in Japan, a maritime nation, depopulation and the super aging 
phenomenon are proceeding rapidly, which is an unprecedentedly serious situation. To 
consider conservation and maintenance of coastal zones as not only an issue for fishermen, 
who account for 0.2% of the Japanese population, but an issue for all Japanese people.
The ecosystem services in coastal seas will be important key concept for searching new 
paradigm in future planning. To perform an economic assessment of ecosystem services in 
coastal seas and evaluate the sustainability of these regions, Actual Ecosystem Services of 
Coastal Zone（AESCZ）　is formulated as follows.
AESCZ=Fishery Product（FP）×（α+β）+Tourist Population（TPo）× Tourist 
Consumption（TPC）× γ, the term α（coefficient of forward linkage）, β（coefficient of 
backward linkage）and γ（inducement coefficient）are inter-industry relations table.
In this paper, three areas were chosen as targets:（1）the Seto Inland Sea as a 
representative of a closed sea area,（2）the Sanriku coast area including Shizugawa Bay as a 
representative of an open inner bay, and（3）the Japan Sea coast area as a representative of 
an international closed sea area. In this paper, we set Hinase Bay in Bizen City, Okayama 
Prefecture, Shizugawa Bay in Minamisanriku Town, Miyagi Prefecture, and Nanao Bay in 
Nanao City, Ishikawa Prefecture as our target areas to clarify their characteristics.
The procedure to derive coefficients α,βand γ are described using prefectural Input Output 
Table based on actual city level database. To estimate the Actual Ecosystem Services of 
Coastal Zone（AESCZ）of these area is next challenging task.
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1. はじめに

沿岸海域の生態系サービスについての現実的理解が新たな地域経済政策への展開を導き出
す。漁業を主軸とした今日の沿岸地域の経済状況は極めて深刻であり、かつ、将来展望もなく、
経済的自立は望めない。沿岸地域の自律的経済発展を展望した場合、従来主たる地域の担い手
であった漁民の課題としてとることは不可能であり、地域における他の産業への波及効果およ
び観光業等において想定される他地域からの住民による経済波及効果を考慮する必要がある。
沿岸海域の生態系サービスは、対象地域の供給サービス、調整サービス、文化的サービス、基
盤サービスを基礎としている。そこに推定される生態系サービスは、地域の潜在力を示すだけ
であり、地域の経済活動の可能性を示していない。そこで、生態系サービスの推定値が地域経
済政策に反映するためには、沿岸海域における漁業及び海を軸とした観光業に着目した経済波
及効果を推計することが重要である。環境省ならびに（独）環境再生保全機構からの受託研究
である、環境研究総合推進費（S-13）「持続可能な沿岸海域実現を目指した沿岸海域管理手法
の開発」（平成 26 年度～平成 30 年度。研究代表・柳哲雄九州大学名誉教授）におけるテーマ 4、
「沿岸海域の生態系サービスの経済評価・統合沿岸管理モデルの提示」（テーマ代表・仲上健一
立命館大学名誉教授）において、上記の問題意識のもとに活用型の生態系サービス（AESCZ）
の実態調査を行った。
AESCZ=漁業生産額（FP）×（α+β）+観光客入り込み数（TPo）×観光客消費額（TPC）
×γとし、それぞれの係数をα=前方連関係数 ,β=後方連関係数 ,γ=誘発係数とする。α、β、
γを推計することは重要であるが、現実の経済活動の中から求めることは困難である。そこで、
本研究では、現地調査を行った、3地域（宮城県南三陸町、石川県七尾市、岡山県備前市日生町）
を対象として、本論で提唱する、沿岸海域の活用型生態系サービスにかかるα=前方連関係数 ,
β=後方連関係数 ,γ=誘発係数を推定する方式を、地域の産業連関表より求めた。
係数推計にあたって、該当地域の産業連関表は存在しないため、県レベルの産業連関表より、
それぞれの地域における産業連関表を作成した。本論では、推計値の正確さよりも、係数を導
き出すプロセスを主題としているため、対象地域の活用型生態系サービスの推計及び政策的含
意の検討については，別稿にて記すものとしたい。

2. 沿岸海域の生態系サービスの経済価値評価の限界

ミレニアム生態系評価の報告書（MA: Millennium Ecosystem Assessment）は、生態系サー
ビスについて、供給サービス、調整サービス、文化的サービス、基盤サービスの 4つに類型化し、
生態系サービスの豊かさが人間の福利に大きな関係があることを強調した。2010 年 10 月に開
催された生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）までにまとめられたTEEB（生態系と
生物多様性の経済学）では、生物多様性や生態系サービスの価値を認識してから実際の保全に
つなげるまでのステップとして、ステップ 1; 価値の認識、ステップ 2; 価値の可視化、ステッ
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プ 3; 価値の捕捉を提起している。生態系サービスの経済的評価に関する研究において、1997
に Robert Costanza et’al, “The value of the world’s ecosystem services and natural capital” に
おいて、16 の生物群系の 17 の生態系サービスを測定し、地球全体でUS$33.3$yr⁻1x10⁹、海域
全体をUS$12.6$yr⁻1x10⁹ とし、河口US$4.1$yr⁻1x10⁹, 海中植物 /藻類海底 US$3.8$yr⁻1x10⁹, サ
ンゴ礁US$0.4$yr⁻1x10⁹、棚 US$4.3$yr⁻1x10⁹ と推定した。
環境省は、「湿地が有する経済的な価値の評価結果について」を 2014 年 5 月 23 日に発表した。

評価結果によると、評価対象の干潟49,165haを対象として、供給サービス（食料）約907億円/年、
調整サービス（水質浄化）約 2,963 億円 / 年、生息・生育地サービス（生息・生育環境の提供
食料）約 2,188 億円 /年、文化的サービス（レクリエーションや環境教育）約 45 億円 /年の総
計年間約 6,103 億円と推定した。
上原らは、国内沿岸域の生態系サービス経済評価研究をレビューし、干潟の生態系サービス
を 50.6 百万円 /ha/ 年と推計し、Costanza（1997）の 1.6 百万円 /ha/ 年、De Groot et al.（2012）
の 23.3 百万円 /ha/ 年、環境省（2014）の 108.2 百万円 /ha/ 年と比較して妥当な値を示した。
1970 年代から始まった生態系サービスに関する研究は、「ミレニアム生態系評価（MA）

（2001）」や「生態系と生物多様性の経済学（2010）」において体系化され、その後理論的精緻
化とともに多くの実証分析が展開された。生態系サービスの評価法は顕示選好法、表明選好法
に類型され、生態系サービスの利用価値だけでなく非利用価値をも対象とすることができるが、
その結果に対する社会的受容は必ずしも確立しているとは言えない。生態系サービス測定の意
味は、生態系サービスの豊かさが人間の福利に貢献するための基盤の価値を経済的価値に変換
することで生態系サービスの重要性を社会化することである。しかしながら、沿岸海域の生態
系サービスを評価するだけでは、今日の沿岸海域管理の実現には不十分である。そのためには、
沿岸海域の実態を生態系サービスの評価を基本としながら、沿岸海域管理としては、さらに管
理の将来の可能性を推計することが重要と思われる。生態系サービスの評価は、沿岸海域の状
態の評価に限定され、沿岸海域の管理に供するためには、対象域の管理に対する能力や意思の
策定が必要となる。
Robert Costanzaは、1997年の論文発表以来、生態系サービスの数値の厳格さより、生態系サー

ビスが政策シナリオ策定に有効であることを主張している。生態系サービスの政策的展開にお
いて、対象地域の将来性を推測する場合、生態系サービスを現在の経済行動と連携した説得的
な生態系サービス経済評価が新たな展開の可能性を見出すであろう。

3. 活用型生態系サービスの経済評価方法

生態系サービスの経済評価は、生態系サービスの潜在的価値を評価するため、現実的対応が
不十分である。そこで、沿岸海域の生態系サービスの測定を目的として、供給サービスでは、
食料（海面漁業・水産物、海面養殖・養殖）とし、その代表値として漁獲高とする。文化的サー
ビスでは、レクリエーションとして、その代表値として観光産業収入とする。
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すなわち、沿岸海域の活用型生態系サービス（AESCZ: Actual Ecosystem Service of 
Coastal Zone）の推定式は次のとおりである。
AESCZ= 漁業生産額（FP）X（α+β）+観光客入れ込み数（TPo）X観光客消費額（TPC）
Xγ
AESCZ=沿岸海域の活用生態系サービス（10 億円 /年）, FP= 漁業生産額（10 億円 /年）
TPo= 観光客入れ込み数（万人 /年）, TPC=観光客消費額（万円 /人）
α=前方連関係数 ,β=後方連関係数 ,γ=誘発係数

4. 沿岸海域の産業連関分析
　－宮城県南三陸町、石川県七尾市、岡山県備前市日生町を事例とした
　　市町村内産業連関の実施

沿岸海域の活用型生態系サービス推計における、α=前方連関係数 ,β=後方連関係数 ,γ=
誘発係数を算出するために、宮城県南三陸町、石川県七尾市、岡山県備前市日生町を事例とし
た市町村内産業連関分析を行い、推定の方法を提案する。

4.1. 分析方法
今回は沿岸海域の産業連関分析を行ううえで、宮城県南三陸町と石川県七尾市、ならびに岡
山県備前市日生町の 3か所を対象と選定し、産業連関表を作成した。今回の産業連関分析に際
しては、「サービス業」の区分について、「観光」と「観光を除くその他サービス業」に区分さ
せたことが特徴である。

4.1.1. 分割指標の設定
市町村内産業連関表を作成するまえに、分割指標を設定する必要がある。設定方法は、簡便
法（按分）と積み上げ法の 2種類が存在する。今回は、簡便法を採用する。積み上げ法は、総
務省へ「工業統計組替結果」を利用申請しなければならず、誰もが取得可能ではない。一方簡
便法は、指標となる「事業所・企業統計」は誰もが取得可能かつコストが安価であるため、当
該手法の方がメジャーとされる（中澤　2002：115-117）。表 1に示した 3都道府県の従業員は
定義上、個人業者と家族従業者、有給役員をふくむ雇用者が該当する。さらに雇用者は、有給
役員と常用雇用者、臨時・日雇の 3つに区分される。
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4.1.2. 対象地域の概要
3 市町の漁業と観光業の特色を説明する。図 1と図 2に、対象地域の概況（漁獲量と観光入
込数）を示した。例えば南三陸町の漁獲量は、1,083,630 トン（2010 年）から 359,027 トン（2010
年比 33%）にまで激減した（図 2）。しかし、1年後の 2012 年には 2.5 倍（2011 年）の約 90 ト
ンへ回復した。その後は 70 万台後半から 80 万台後半まで推移を続けていたが、2017 年時点で
1,425,043 トンと 2005 年比で 1.4 倍、2010 年比で 1.3 倍に増加している。

4.2. 調査対象地域の概要
4.2.1. 漁業
4.2.1.1. 宮城県南三陸町
宮城県南三陸町は、2005 年に旧志津川町と旧歌津町の 2 町が合併して発足した。面積は
163.4㎢であり、その 7割が森林である。
漁業協同組合は、宮城県の県下一漁協を目指す施策の中で、2007 年に旧志津川町域の志津川
漁業協同組合および旧歌津町域の歌津漁業協同組合を含む 31 の漁協が合併し、宮城県漁業協
同組合となった。現在はそれぞれ、宮城県漁業協同組合気仙沼総合支所管内の「志津川支所」
と「歌津支所」となった。なお志津川支所は志津川地区にある支所のほかに、戸倉地区に「戸
倉出張所」を擁している。
志津川支所および歌津支所の主要漁場となるのが志津川湾である。面積は 46.8㎢であり、8
つの河川が流入するが、そのすべてが南三陸町内で流域が完結しているのが特徴である。その
志津川湾は 2018 年 10 月、ラムサール条約に登録された。アラモ類やコンブとガラメなど多種
多様な海草・海藻類の生息地であり、暖流と寒流の影響を受けてコンブとアラメが混生するな

（出典：石川県、岡山県総合政策局統計分析課、宮城県震災復興・企画部統計課より作成）

表 1　「雇用表」における従業員の定義
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図 2　観光客入込数
（出典：岡山県産業労働部観光物産課　2012：7；2018：9；七尾市総務部総務課　2011：182；2014：176；2018：146；宮
城県産業経済部観光課　2006：50-51；2018：44-45；南三陸町企画課政策調整係　2018：12）　（単位：人、千人）

図 1　対象地域の漁獲量
（出典：岡山県総合政策局統計分析課　2019；南三陸町企画課企画情報係　2009：22-23；2014：20-21；2018：26-27；七尾
市総務部総務課　2007：69；2018：49 より作成）
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どの点が評価理由とされている（表 2）。

4.2.1.2. 石川県七尾市
七尾市は石川県の能登半島のほぼ中央に位置し、能登半島の中では政治・経済などで中核と
なる自治体である。また、北陸でも有数の温泉地である和倉温泉が市内にあり、観光産業も盛
んである。七尾市は 2004 年の市町村合併で、能登島町・中島町・田鶴浜町を編入している。
七尾湾の面積は 182.92㎢であり、能登島の北側が七尾北湾、南側は旧中島町に面する七尾西湾
と、七尾港が立地する七尾南湾の 3 つに区分されている。七尾北湾の一部が穴水町に面してい
るほかは、七尾市に面する。
漁業協同組合は、こちらも県下一漁協を目指す施策の中で 2006 年に「石川県漁業協同組合」
として合併が行われた。七尾湾のエリアでは、七尾統括支所の傘下にある「七尾支所」、「なな
か支所」（ななか支所の傘下には「七尾西湾出張所」がある）の 2支所が存在する。特になな
か支所は、組合員数が 1,165 名（2017 年実績）と、石川県漁業協同組合では珠洲市の「すず支所」
（1,255 名）に次ぐ組合員を擁する大規模支所である。
大規模かつ希少種の多いアマモ場として、「日本の重要湿地 500」に選定されている。真牡蠣
の養殖が盛んであり、能登ナマコやマゴチは七尾湾でしか獲れない魚介類である（七尾市環境
部自然保護課　2010）。

4.2.1.3. 岡山県備前市日生地区
日生地区は、旧日生町に属していたが、2005 年に（旧）備前市と旧吉永町との合併で（新）

備前市の一部となった。その日生町に面するのが日生湾である。その日生湾には、鹿久居（か
くい）島や頭（かしら）島などの 14 の島から構成される日生諸島が浮かぶ。かつて本土との

（出典：環境省東北地方環境事務所　2018 年より作成）

表 2　志津川湾のラムサール条約登録に関する基準と該当事項

100 (1 =25 )
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間は船で行き来するしかなかったが、現在居住者がいる 4つの島のうち、日生諸島でも最大の
面積を誇る鹿久居島とその南に隣接する頭島は、2004 年完成の頭島大橋（頭島と鹿久居島）お
よび 2015 年完成の備前日生大橋（鹿久居島と本土）で結ばれている。
岡山県では現時点で県下一漁協を目指す施策は取られておらず、日生地区を所管するのは「日

生町漁業協同組合」である。日生漁協では、6次産業化を意識した取り組みが早くから進めら
れており、直売所「五味の市」は週末になると岡山県内だけでなく、京阪神方面からも多くの
来客がある。「五味の市」で購入した海産物は、隣接する「海の駅しおじ」にあるバーベキュー
コーナーで食べることが出来るが、海の駅しおじは、2019 年秋に大規模改装が行われ、当地に
乏しいコンビニエンスストア（これまでは 1店舗しかなかった）と一体化した土産物店を導入
するなどの取り組みが行われている。
日生では牡蠣（日生カキともよばれる）やのり類の養殖、いかなご等の漁獲が盛んである（岡

山県総合政策局統計分析課　2019；備前観光協会HP　2019）。

4.2.2. 観光業
4.2.2.1. 宮城県南三陸町
東日本大震災により 36 宿泊施設中、21 施設が被災した。現在は、再開・新規を含めて 23
施設が通常営業している。町内外交流拠点としての「南三陸ポータルセンター」が、2013 年 8
月に、サンオーレそではま海水浴場が 2017 年 7 月にオープンした。さらに、復興庁から 2013
年 12 月に観光復興推進計画（観光特区）の認定を受けた（南三陸町商工観光課観光振興係　
2018；南三陸町企画課政策調整係　2018：12）。他にも、2011 年から防災・減災・命の学びを

図 3　南三陸ポータルセンター
（出典：南三陸町観光協会　2019 より作成）
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目的とした震災ツーリズムの実施を行っている。南三陸町観光協会主催の『東日本大震災「語
り部による学びのプログラム」』は、これまで 7万人（2,000 団体）以上の受講者を集めてきた（南
三陸町観光協会　2019）。

4.2.2.2. 石川県七尾市
七尾西湾に面する和倉温泉を取り上げる。和倉温泉は、図 4に示したとおり、石川県内の主
要温泉のうち最も宿泊者数が多い。また、旅行新聞新社が 1977 年から主催する「プロが選ぶ
日本のホテル・旅館 100 選」で 2016 年まで 36 年間連続 1 位（2017 年は 3 位だったものの、
2018 年には再び 1位に）を獲得する「加賀屋」をはじめとした有名旅館も数多く存在する。加
賀屋グループは、近隣の輪島市に 2003 年に開港した能登空港を活用し、台湾からのツアー客
を積極的に誘致しているほか、2015 年に長野～金沢間が開業した北陸新幹線が契機となり、和
倉温泉を訪れる首都圏からの観光客が大幅に増加している。

4.2.2.3　岡山県備前市日生町
新鮮な多種多様な魚介類がならぶ五味の市は一年中賑わっている。日生諸島（図 5）は瀬戸
内海国立公園に属しており、みかん狩りや海水浴などの自然に関係するレジャーが楽しめる。
日生諸島の主要島である鹿久居島や頭島、大多府島や鴻島、鶴島や曽島などから成る（岡山県
備前市　2019）。

図 4　石川県主要温泉の宿泊者数
（出典：石川県観光戦略推進部　2017：4 より作成）
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4.3. 南三陸町、七尾市、日生町の産業連関表作成
4.3.1. 市内 /町内産業生産額（①）の推計
　たとえば「平成 21 年度南三陸町統計書」の産業別、男女別 15 歳以上人口（2009、6-7）と

「平成 17 年宮城県産業連関表（13 部門）」の「雇用表」の従業者数から、分割指標 “按分比 ”（=
南三陸町産業別、男女別 15 歳以上人口 /宮城県産業別従業者数）を求めた。各産業の “按分比 ”
と平成 17 年宮城県産業別生産額を乗算して、平成 17 年南三陸町産業別生産額を導いた。推計
式は以下のとおりである。

南三陸町内生産額の推計式（サービス業を例に）（単位：人，百万円）
●　  南三陸町サービス業生産額＝宮城県サービス業生産額×南三陸町サービス業生産額の按分比
　18,679 ＝ 3,488,705 × 0.005354144
　  南三陸町サービス業生産額の按分比＝南三陸町産業別、男女別 15 歳以上人口（サービ
ス業）／宮城県従業者数（サービス業）

 　0.005354144 ＝ 2,037 ／ 380,453

表 3 ～ 5 に 3 市町の産業別生産額推計結果を示す。産業分類は、所属都道府県と 3市町それ
ぞれが類似産業を合併させる形をとった。日生町の男女別15歳以上就業者数が見当たらなかっ
たため、日生町の従業員数は、備前市における日生町の人口構成比と備前市の産業（大分類）
男女別 15 歳以上就業者数を乗算しておおよその従業員数を推計した 1。

図 5　日生諸島
（出典：備前観光協会HP　2019 より作成）
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（出典：宮城県震災復興・企画部統計課　2017；南三陸町企画課企画情報係　2009 より作成）

表 3　平成 17 年南三陸町内産業生産額

（出典：石川県県民文化局　2010；石川県七尾市総務部総務課　2018；総務省統計局より作成）

表 4　平成 17 年七尾市内産業生産額
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4.3.2. 内生部門（中間投入（需要）（② -（ア））、粗付加価値（② -（イ））の推計
3 市町が所属する都道府県の投入係数を用いることで、内生部門（中間投入（需要））と粗付
加価値を求めることができる。この手法を、プロダクト・ミックス法という。内生部門の推計
にあたり、産業連関表（投入係数）のタテ列（中間投入）に注目する。投入係数はタテ列ごと
に総計すれば各産業の内生部門の値が導き出せる特徴から、タテ列で産業別構成比を出す。各
産業の対応するセルの値に沿い、この産業別構成比と前項で求めた 3市町産業生産額を産業ご
とにタテへ乗算していく。内生部門（中間需要）は、ヨコへ産業ごとに合計すれば導くことが
できる。
粗付加価値も同様に、産業連関表（投入係数）におけるタテ列の項目別に粗付加価値誘発係
数の産業別構成比を求める。各産業の対応するセルの値に沿い、この産業別構成比と 3市町産
業生産額を乗算していく。結果を表 6に示す。

（出典：岡山県総合政策局統計分析課　2018；総務省統計局より作成）

表 5　平成 17 年日生町内産業生産額
※日生町としてのデータがないため、備前市全体における日生町の人口割合（20.9％）を参考に算出したもの
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4.3.3. 最終需要部門（③・④・⑤・⑥）
最終需要の推計は、宮城県産業連関表から、各項目の一次試算値を求めてこれを乗算する。
南三陸町サービス業を例に各項目の推計式を記す。

（ア）家計外消費支出（③（ア））
前項でもとめた南三陸町粗付加価値（② -（イ））部門の家計外消費支出をタテに総計して、

行和をもとめる。この家計外消費支出（行和）に、宮城県産業連関表上の家計外消費支出構成
比を乗算する。
●　  家計外消費支出（サービス業）＝南三陸町家計外消費支出（行和）×宮城県家計外消費支出
構成比（サービス業）
　502 ＝ 2,206 × 0.227697918
　  宮城県家計外消費支出構成比（サービス業）＝宮城県家計外消費支出（サービス業）／宮
城県家計外消費支出（行和））

　  0.227697918 ＝ 61,317 ／ 269,291

（イ）民間消費支出（③（イ））
宮城県産業連関表上の民間消費支出（内生部門計）へ、宮城県における南三陸町人口比率を
乗じて、総計する。この値に、宮城県民間消費支出の構成比を乗算する。
●　  民間消費支出（サービス業）＝宮城県民間消費支出（内生部門計）×南三陸町人口構成比×
宮城県民間消費支出構成比（サービス業）
　10,258 ＝ 5,336,536 × 0.007899694 × 0.243331442
　南三陸町人口構成比＝南三陸町人口 /宮城県人口
　  0.007899694 ＝ 18,645 ／ 2,360,218
　  宮城県民間消費支出構成比（サービス業）＝宮城県民間消費支出（サービス業）／宮城県

表 6　南三陸町・七尾市・日生町の項目別粗付加価値部門
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民間消費支出（内生部門計）
　  0.243331442 ＝ 1,298,547 ／ 5,336,536

（ウ）一般消費支出（③（ウ））
宮城県産業連関表の一般消費支出内生部門計へ、南三陸町 /宮城県公務員数を乗ずる。この
産業別の値を総計してから、宮城県一般消費支出の構成比を乗算する。
●　  南三陸町一般消費支出（サービス業）=宮城県一般消費支出内生部門計×南三陸公務員数
比率×宮城県一般消費支出構成比（サービス業）
　11,716 ＝ 1,707,335 × 0.013006886 × 0.527560789
　南三陸公務員数比率＝南三陸町公務員数／宮城県公務員数
　  0.013006886 ＝ 374 ／ 28,754
　  宮城県一般消費支出構成比（漁業）＝宮城県一般消費支出（サービス業）／宮城県一般消
費支出（内生部門計）

　  0.527560789 ＝ 900,723 ／ 1,707,335

（エ）市内・町内総固定資本形成（公的）（③（エ））
宮城県産業連関表の域内総固定資本形成（公的）内生部門計に、南三陸町 /宮城県公務員数
の比率をかけて総計をだす。この値へ、宮城県総固定資本形成（公的）の構成比を乗算する。
●　  南三陸町市町村内総固定資本形成（公的）＝宮城県域内装固定資本形成（公的）（内生部門計）
×南三陸町公務員数比率×宮城県内総固定資本形成（公的）構成比（サービス業）
　85 ＝ 430,778 × 0.013006886 × 0.015133085
　  宮城県内総固定資本形成（公的）構成比（サービス業）＝宮城県総固定資本形成（サー
ビス業）／宮城県総固定資本形成（内生部門計）

　  0.015133085 ＝ 6,519 ／ 430,778

（オ）市内・町内総固定資本形成（民間）（③（オ））
宮城県産業連関表の総固定資本形成（民間）内生部門計に、 南三陸町 /宮城県従業員数の比
率を乗算して、総計をだす。この値へ、宮城県総固定資本形成（民間）の構成比を乗算する。
●　  南三陸町市町村総固定資本形成（民間）（サービス業）=宮城県総資本固定形成（民間）（内
生部門計）×南三陸町従業員数比率×宮城県内総固定資本形成（民間）構成比（サービス業）
　198 ＝ 1,213,764 × 0.007737625 × 0.021084
　南三陸町従業員数比率＝南三陸町従業員数／宮城県従業員数
　  0.007737625 ＝ 8,855 ／ 1,144,408
　宮城県内総固定資本形成（民間）構成比（漁業）
　  0.021084 ＝ 25,591 ／ 1,213,764
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（カ）在庫純増（③（カ））
宮城県産業連関表の在庫純増へ、1. で求めた “按分比 ” を乗ずる。

●　  南三陸町在庫純増（サービス業）=宮城県在庫純増（サービス業）×按分比（サービス業）
　0＝ 0× 0.005354144

ここからは、これまで推計した最終需要項目と内生部門（中間需要）（②）、移輸出（⑤）と
移輸入（⑥）を合算していく。
A）町内最終需要計（④（ア））
　　各産業で、家計外消費支出（③（ア））から在庫純増（③（カ））を合算する。

●　  町内最終需要計（サービス業）＝家計外消費支出（サービス業）＋民間消費支出（サービス業）
＋一般消費支出（サービス業）＋総固定資本形成（公的）（サービス業）＋総固定資本形成（民
間）（サービス業）＋在庫純増（サービス業）
　22,759 ＝ 502 ＋ 10,258 ＋ 11,716 ＋ 85 ＋ 198 ＋ 0

B）町内需要合計（④（イ））
　  　内生部門（中間需要）（②）と町内最終需要合計（④（ア））を加算する。これが、中間
需要と最終需要の合計額となる。

●　  町内需要合計（サービス業）＝内生部門（中間需要）（サービス業）＋町内最終需要合計（サー
ビス業）
　30,353 ＝ 7,595 ＋ 22,759

C）需要合計（④（ウ））
　　町内需要計（④（イ））と移輸出（⑤）を加算する。

●　需要合計（サービス業）＝町内需要計（サービス業）＋移輸出（サービス業）
　31,951 ＝ 30,353 ＋ 1,598

D）最終需要計（④（エ））
　　町内最終需要計（④（ア））と移輸出（⑤）を加算する。

●　最終需要計（サービス業）＝町内最終需要計（サービス業）＋移輸出（サービス業）
　24,356 ＝ 22,759 ＋ 1,598

E）最終需要部門計（④（オ））
　  　最終需要計（④（エ））と移輸入（⑥）を減算する。移輸入を加算ではなく減算するのは、
控除額ではないためである。

●　最終需要部門計（サービス業）＝最終需要計（サービス業）＋移輸入（サービス業）
　12,682 ＝ 11,674 － 24,356



－ 248 －

政策科学 27 － 3，Mar. 2020

F）移輸出（⑤）
　  　「生産に対する輸移出比率の同一性」を採用して、宮城県の移輸出比率を乗算する（山
田　1995：56）。移輸出（⑤）＝南三陸町生産額（①）×（宮城県移輸出 /宮城県生産額）
で求める。

●　  移輸出（サービス業）＝南三陸町生産額（サービス業）×（宮城県移輸出（サービス業）／
宮城県生産額（サービス業））
　1,598 ＝ 18,679 ×（298,405 ／ 3,488,705）

G）移輸入（⑥）
　  　南三陸町移輸入（⑥）の推計するために、中間需要部門・最終需要部門の合計つまり町
内需要合計と移輸出を合算させたのち、南三陸町生産額（①）を減算して導く。この旨から、
以下の式が成立する。移輸入（⑥）＝町内需要合計（④（イ））+移輸出（⑤）－南三陸町内
生産額（①）で求める。

●　  移輸入（サービス業）＝町内需要合計（サービス業）+移輸出（サービス業）－南三陸町内
生産額（サービス業）
　11,674 ＝ 22,759 ＋ 1,598 － 18,679

最終需要部門の計算結果を表 7に示す。石川県・岡山県産業連関表（どちらも平成 17 年）
では、市内・町内総固定資本形成の主体を（公的）と（民間）に区分していない。（公的）は、
資本形成の主体が政府サービス生産者及び公的企業を示す。（民間）とは、産業（公的企業を

注：七尾市と日生町は、県内総固定資本形成を（公的）と（民間）に区分していない。

表 7　南三陸町・七尾市・日生町の最終需要部門
(100 ) ( ) ( )

81,736 24,113,761
2,206 824,553 11,330
42,157 13,037,632 57,053
22,207 5,038,909 84,630
5,603 5,154,837 64,656
9,392
172 57,831 875

140,769 41,996,360
52,975 12,010,886 434,035
134,711 36,124,647 652,580
193,743 54,007,246 1,007,475
28,377 17,086,595 158,696
106,334 19,038,053
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除く）及び対家計民間非営利サービス生産者並びに家計をさす（石川県県民文化局　2010；
10）。なお、石川県七尾市と岡山県備前市日生町の市内総固定資本形成は、所属都道府県・市
町の従業員数を引用して推計を行った。日生町の一般消費支出推計にあたっておおよその日生
町公務員数を導くために、備前市の公務員数へ備前市における日生町の人口構成比をかけた。

4.3.4. 七尾市と日生町の農林水産業の再分類
石川県産業連関表（34 部門）と岡山県産業連関表（13 部門）は、農林水産業が 3つに区分
されていない。そこで石川県は 107 部門、岡山県は 108 部門の産業連関表（生産者価格評価表）
の値を参考に分類しなおした。

4.3.5. 観光業生産額と構成比の推計
　「サービス」は、「観光を除くその他のサービス」と「観光」に分かれると仮定する。観光
業はいずれの都道府県産業連関表にも存在しないため、3市町の産業連関表が完成してから、「観
光」と「観光を除くその他サービス」の構成比を掛けて新しくカテゴライズする必要があった。
各市町を訪れた観光客の総消費額を観光業生産額とみなす。3市町のサービス業生産額は、第
3章 3節 1項にて求めた産業別生産額を引用する。
表 8にて、「観光統計概要（平成 17 年）」（2006　11-12、42）の宮城県総観光消費額と観光
客入込数からおおよその南三陸町観光業生産額と構成比を予測した。宮城県は「平成 15 年度
観光動態調査および経済波及効果調査報告書」の係数及び平均消費額、観光消費額算出方法を
もとに、観光客入込総数と宿泊観光客数から平成 17 年観光消費額を推計している（宮城県産
業経済部観光課　2004；2006　11-12、42）。南三陸町単独の総観光消費額は公表されていない
ので、宮城県の日帰り観光客と宿泊観光客の総観光消費額から南三陸町分だけ取り除いた。推
計式は以下のとおりである。平成 17 年度宮城県観光生産額は、およそ 161 億円と推計された。
以下の推計結果より、平成 17 年度南三陸町観光業生産額構成比と 9%と仮定する（表 9）。

平成 17 年南三陸町総観光消費額（観光業生産額）（出典：宮城県産業経済部観光課　2006 
11-12、42） （単位：億円、人）
・ 南三陸町観光生産額（日帰り観光客分）＝宮城県総観光消費額（日帰り観光客）×（南三
陸町日帰り観光客／宮城県日帰り観光客）

 51 ＝ 2,770 ×（738,538 ／ 39,730,471）
・ 南三陸町観光生産額（宿泊観光客分）＝宮城県総観光消費額（宿泊観光客）×（南三陸町
宿泊観光客 /宮城県宿泊観光客）

 109 ＝ 2,514 ×（271,281 ／ 6,243,660）
・ 南三陸町観光生産額 2 ＝日帰り観光客分+宿泊観光客分
 161 ＝ 51 ＋ 109
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「平成 17 年岡山県観光客動態調査報告書」（2007）と「平成 18 年度版七尾市統計書」（2018）
から、残り2市町の観光業生産額と構成比を推計した。石川県七尾市のサービス業生産額は、「そ
の他の公共サービス」と「対事業所サービス」、「対個人サービス」の合計額である。岡山県は、
市町村別の総観光消費額を公表していない。そこで日生町の観光業生産額は、岡山県総観光消
費額に日生町（日生・日生諸島）観光客数構成比を乗算して求めた。推計結果を表 10 および
表 11 に示す。

4.4. 産業連関分析結果

市内・町内産業連関表の作成過程
ここまでの推計は、実際に表 12 に示したような手順で行った。

（出典：岡山県産業労働部観光物産課　2007 より作成）

表 10　日生町における観光業生産額・構成比の推計①

（出典：石川県七尾市総務部総務課　2018；岡山県産業労働部観光物産課　2007 より作成）

表 11　七尾市・日生町における観光業生産額・構成比の推計②

（出典：宮城県産業経済部観光課　2006　11-12、42 より作成）

表 8　南三陸町における観光業生産額・構成比の推計①

表 9　南三陸町における観光業生産額・構成比の推計②
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各種係数の算出
各種係数は、独自作成した南三陸町産業連関表を基に求めることができる。
1．投入係数表の作成（中間投入率と中間需要率、粗付加価値率、雇用所得率）
各産業の内生部門（中間投入（需要）（② -（ア））、粗付加価値額（② -（イ））部門の雇用者
所得を、各産業の南三陸町生産額（①）でタテに除算していく。
2．移輸入率
各産業の移輸入（⑥）（控除）を、各産業の町内需要合計（④（イ））で除算していく。列と
行の産業が一致しないセルは “0” になる。
3．移輸出率
各産業の移輸入額（⑤）を、各産業の町内生産額（④（オ））で除算していく。列と行の産

業が一致しないセルは “0” になる。
4．単位行列（I）
“1” と “0” で構成され、列と行の産業が一致するセルが “1” となる。逆行列係数の算出に必要
となる。
5．逆行列係数（開放型） [I-（I-M）A]-1

各産業の対応するセルの値を引き算して、単位行列（I）－移輸入（M）を作成する。つぎに、
投入係数（A）と I－Mを、MMULT関数を利用して行列計算をおこなう（計算結果：（I－M）
A）。単位行列（I）と引き算して、行列計算結果 [I －（I － M）A] を導き出す。最後に、
MINVERSE 関数を使い逆行列計算をおこなう。
6．逆行列係数（封鎖型） （I-A）-1

各産業の対応するセルの値を引き算して、単位行列（I）－移輸入（A）を作成する。そして、
MINVERSE 関数を使い逆行列計算をおこなう。

5. 今後の課題

本論では、産業連関表を用いて、沿岸海域の活用型生態系サービス推計における算出方法を
検討した。これらのデータを用いて、沿岸海域の活用型生態系サービス推計を行う。そして 3
地域の生態系サービスについての可能性を含めた生態系サービス評価から、現実的な生態系
サービス活用の段階へデータを精緻化し、地域経済発展のための方策を検討する資料として資
する。今後の課題は、沿岸海域における地域経済発展において果たす生態系サービスの役割を
再評価する方法の開発と定量的分析であると考える。

表 12　南三陸町・七尾市・日生町の産業連関表作成手順
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本論文は、（独）環境再生保全機構・環境研究総合推進費（S-13）持続可能な沿岸海域実現

を目指した沿岸海域管理手法の開発（研究期間 : 平成 26 年度～平成 30 年度）の成果の一部で
ある。

注）本論は、（独）環境再生保全機構・環境研究総合推進費（S-13）持続可能な沿岸海域実現
を目指した沿岸海域管理手法の開発（研究期間 : 平成 26 年度～平成 30 年度）テーマ 4 沿岸海
域の生態系サービスの経済評価・統合沿岸管理モデルの提示研究成果報告書（刊行：平成 31
年 3 月）の仲上健一、「第 1部 沿岸海域の生態系サービス、第 1章 沿岸海域の生態系サービス
の経済評価」を基本としたものである。

注
1 日生町従業員数=産業（大分類）男女別 15 歳以上就業者数（備前市）×備前市における日生町の人口構
成比

2 四捨五入をしているので計算があわない場合がある。
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